
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆健康保持増進の考え方が大きく変わろうとしてい

る 

厚生労働省の「事業場における労働者の健康保持増

進の在り方に関する検討会」において、THP（トータ

ル・ヘルスプロモーション・プラン）指針の見直し等

に関する議論が行われています。 

本指針は、昭和 63 年の策定以来、労働者の健康づ

くりを支援するために企業に求められる取組み等を

示してきましたが、高年齢労働者の増加や疾病を抱え

ながら働く人の増加など、職場を取り巻く環境の変化

を踏まえ、見直しが検討されています。 

運動や栄養指導などの発症予防だけでなく、早期発

見や早期治療につながる仕組みづくりが重要な論点

となっており、健康診断後の精密検査の受診勧奨など、

政府の掲げる「攻めの予防医療」を進めるための検討

となっています。 

 

◆企業に求められるのは「健診後」の対応 

６月 30 日に示された報告書案では、今後求められ

る取組みとして、健康診断の結果を踏まえたフォロー

アップ、例えば再検査や治療が必要な社員への受診勧

奨および受診機会の提供や受診のための休暇の付与

等、経済産業省が推進する健康経営との連携、治療と

就業の両立支援のさらなる推進などが示されていま

す。 

また、改正後の THP 指針に盛り込むべき点や、「職

場における心とからだの健康づくりのための手引き」

の改定にも言及しており、今後の改正の内容には注目

が必要です。 

 

健康経営への関心が高まる中、労働者の健康保持を

図ることは人材確保や定着の面からも重要なテーマ

となっています。 

 

 

【参考】 

事業場における労働者の健康保持増進の在り方に関する

検討会 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72639.html 

 

 

 

 
 
私たち被保険者が医療機関で支払う一部負担金が

高額になったとき、月ごとの自己負担限度額（以下、

「月額上限額」という）を超える分は支払わなくてよ

いこととされ、後から払い戻されます。この超えた分

を払い戻す健康保険の給付が、高額療養費制度です。 

本制度について、高齢化の進展や医療の高度化によ

り増大する社会保障費に対応するため、年間上限額を

設けるなどの配慮をしたうえで、月額上限額を引き上

げる改正が行われました。８月からは以下のとおりと

なります。 

 

◆70歳未満の年間上限額と月額上限額 

① 標準報酬月額83万円以上の方 

年間168万円を上限に月270,300円＋（総医療費－

901,000円）×１％ 

（改正前は252,600円＋（総医療費－842,000円）×
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１％） 

② 同53～79万円の方 

年間111万円を上限に月179,100円＋（総医療費－

597,000円）×１％ 

（改正前は167,400円＋（総医療費－558,000円）×

１％） 

③ 同28万円～50万円の方 

年間53万円を上限に月85,800円＋（総医療費－

286,000円）×１％ 

（改正前は80,100円＋（総医療費－267,000円）×

１％） 

④ 同26万円以下の方 

年間53万円を上限に月61,500円 

（改正前は57,600円） 

⑤ 低所得者の方 

年間29万円を上限に月36,900円 

（改正前は35,400円） 

 

◆多数回該当 

 本制度には、被保険者の負担軽減の観点から、直近

１年間に３回以上高額療養費を受けると、４回目から

は月額上限額が下がる仕組みがあります。 

この多数回該当の月額上限額も所得に応じて決め

られており、上記①は140,100円、②は93,000円、③④

は44,400円、⑤は24,600円となっています。この額は、

長期療養者への配慮から、８月以降も据置きとなりま

した。 

 

【参考】 

【制度改正】令和８年８月から高額療養費制度が見直さ

れます（協会けんぽ） 

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/about/business/publ

ic_relations/009/002/ 

 

 

 

 

 

 

 
 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

31 日 

○ 個人事業税の納付＜第１期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第２期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出 

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

 
 

8 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


